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景気の急落は下げ止まり 

～ 経済活動は徐々に再開するも、依然として厳しい水準で推移 ～ 

 

 
  
（調査対象 2 万 3,681 社、有効回答 1 万 1,275 社、回答率 47.6％、調査開始 2002 年 5 月）  
   
調査結果のポイント 

1.2020年6月の景気DIは9カ月ぶりに前月比プラス（2.4ポイント）の27.6とな

った。国内景気は、経済活動が再開し徐々に動き始めたことで、急落傾向が下げ

止まった。今後は、後退傾向が一時的に下げ止まるものの、力強さに欠ける動き

が続くとみられる。 
 

2.全業界で低水準の推移が続いたものの、緊急事態宣言の解除を受け『小売』や『サ

ービス』など9業界で持ち直しの動きとなった。一方、製造業などで荷動きが停

滞した『運輸・倉庫』は悪化した。 
 

3.2016年11月以来3年7カ月ぶりに全10地域で下落傾向に歯止めがかかった。特

別定額給付金の支給が続いたほか、6月19日に県境を跨ぐ移動制限の全国的な解

除などは、地域経済への期待感が高まる要因となった。規模別では、「大企業」「中

小企業」「小規模企業」の悪化は8カ月でストップした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

  
< 2020 年 6 月の動向 ： 後退局面 > 

2020 年 6 月の景気 DI は 9 カ月ぶりに前月比プラス（2.4 ポイント）の 27.6 となった。 
6 月の国内景気は、経済活動が再び動き始めたことで、下降に歯止めがかかった。特別

定額給付金の支給が家計支出の押し上げ要因となったほか、飲食店などの営業再開や企業

向け資金供給の拡大で資金繰りへの懸念がやや和らいだ。また県境を跨ぐ移動制限が全国

的に解除されたこともプラス要因だった。さらにテレワークの拡大など在宅者の増加にと

もなう新規需要の創出もみられた。他方、海外経済の回復遅れによる輸出の停滞や感染対

策への費用負担などもあり、景況感は依然として厳しい水準での推移となった。 
国内景気は、経済活動が再開し徐々に動き始めたことで、急落傾向が下げ止まった。 

 
< 今後の見通し ： 一時的に下げ止まり > 

今後の国内景気は、感染拡大防止にともなう経済活動への制約が徐々に薄らいでいくと

みられる。特別定額給付金などが個人消費を下支えするほか、事業継続に対する各種助成・

補助金などの政策効果が好材料となる。また生産・出荷量の落ち込みからの挽回生産や工

場の国内回帰などは設備投資を上向かせる要因となろう。さらに入国規制の緩和による訪

日観光の再開もプラス材料である。他方、新型コロナウイルスの第 2波・第 3波の到来に

よって経済活動が再び停滞する可能性は最大の下振れリスクといえる。企業業績の悪化に

ともなう雇用調整や賃下げ、設備投資計画の下方修正、海外経済の動向なども懸念される。 
今後は、後退傾向が一時的に下げ止まるものの、力強さに欠ける動きが続くとみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2020年 7月 3日 
株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 

https：//www.tdb.co.jp 

                 景気動向オンライン  https：//www.tdb-di.com 

TDB 景気動向調査（全国）― 2020 年 6 月調査 ― 
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6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

2019年 2020年 2021年

景気DI 45.1 44.6 44.7 45.0 43.9 43.6 42.5 41.9 38.7 32.5 25.8 25.2 27.6 28.6 29.3 29.1 27.8 26.4 26.4 27.0 27.7 28.5 29.5 32.1 34.1

2020年6月比 1.0 1.7 1.5 0.2 -1.2 -1.2 -0.6 0.1 0.9 1.9 4.5 6.5
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予測実績 2020年
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業界別：緊急事態宣言の解除を受け、9 業界で持ち直しの動きに  
・緊急事態宣言の解除を受け『小売』や『サービス』など9業界で持ち直しの動きとなった。

一方、製造業などで荷動きの停滞がみられた『運輸・倉庫』は悪化した。 
 
・『小売』（29.1）…前月比 8.0ポイント増。悪化は 4カ月で停止。改善幅は 2003年 6月（同

3.5 ポイント増）を上回り過去最大となったが、景気DI は 20 台の低水準が続いた。緊急

事態宣言の解除で店舗の営業が再開したことに加え、特別定額給付金の支給やキャッシュ

レスポイント還元事業終了前の駆け込み需要が追い風となり、消費の反動増がみられた。

特に「繊維・繊維製品・服飾品小売」（同 14.8ポイント増）や「家電・情報機器小売」（同

11.9ポイント増）など、衣服や耐久消費財を販売する業種での反動傾向が顕著となってい

る。スーパーストアの好調が継続している「各種商品小売」（同 4.6ポイント増）など、『小

売』は 2011年 7月以来、8年 11カ月ぶりに 9業種全てで持ち直す動きとなった。 
 
・『サービス』（29.4）…同3.3ポイント増。2カ月連続の持ち直しで悪化に歯止めがかかっ

た。「情報サービス」（同 1.8 ポイント増）は、オンライン化、自動化需要の拡大が寄与し

た。一方、1 桁台での推移が続いていた「飲食店」（同 8.3 ポイント増）、「旅館・ホテル」

（同 1.9ポイント増）、「娯楽サービス」（同 2.2ポイント増）は、底入れしたものの依然と

して 20を下回る低水準が続いている。『サービス』は 2011年 6月以来、9年ぶりに 15業

種全てで持ち直す動きとなった。 
 
・『製造』（23.6）…同 0.6 ポイント増。悪化は 13 カ月で停止。「飲食料品・飼料製造」（同

2.6ポイント増）は家庭向けの飲食料品を製造する企業で好調が継続。「建材・家具、窯業・

土石製品製造」（同 1.6ポイント増）では、木製家具や生コンクリートを製造する企業の景

況感が上向いた。他方、「パルプ・紙・紙加工品製造」（同 2.1 ポイント減）は、国内の製

造業における荷動きの停滞で段ボール需要が減退。また、新型コロナウイルスの影響によ

る輸出の減少で、自動車・同部品製造を中心とした生産調整の動きがサプライチェーン全

体に波及するなか、「輸送用機械・器具製造」（同 0.1 ポイント減）は 8 カ月連続での悪化

となった。『製造』は 12業種中 8業種で持ち直しの動きとなった。 
 
・『運輸・倉庫』（21.5）…同 1.2 ポイント減。2 カ月ぶりに悪化。10 業界で唯一悪化とな

り、景況感を「悪い」とした企業の割合は 90％近くまで上昇した。国内旅行業や旅行代理

店業など旅行関連の企業や、バス・タクシーなど旅客自動車運送業の景況感は1桁台と低

水準に落ち込んでおり、新型コロナウイルスの影響が継続している。また、自動車・同部

品関連を中心に製造業で荷動きが停滞するなか、『運輸・倉庫』の時間外労働時間DI は 28.6
と時間外労働時間に減少傾向がみられ、調査開始以降で初めて20台まで低下した。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

20年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 前月比

農・林・水産 43.2 39.1 41.5 41.8 42.3 42.5 41.7 38.4 37.9 32.8 28.2 25.1 29.6 4.5

金融 44.8 45.1 44.7 45.8 45.4 46.8 44.5 44.8 42.2 33.3 27.3 28.7 32.4 3.7

建設 51.6 51.7 52.1 53.1 52.1 52.2 51.6 50.0 47.8 41.5 33.9 33.5 36.3 2.8

不動産 48.3 47.4 46.5 48.0 45.9 46.0 44.2 45.9 42.0 31.6 21.9 23.5 29.2 5.7

飲食料品・飼料製造 40.3 40.4 41.1 39.8 39.1 39.7 39.9 38.0 34.5 28.4 24.8 24.6 27.2 2.6

繊維・繊維製品・服飾品製造 36.5 36.4 36.9 36.3 36.1 34.6 32.6 30.5 29.3 23.2 16.7 17.7 17.9 0.2

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 43.5 43.8 45.2 44.1 44.8 43.8 40.2 39.9 37.2 33.4 29.2 26.5 28.1 1.6

パルプ・紙・紙加工品製造 41.7 39.6 42.3 42.8 40.2 41.7 40.6 37.3 32.0 29.2 24.0 21.4 19.3 ▲ 2.1

出版・印刷 33.9 32.5 33.1 34.1 33.0 32.7 32.9 30.9 29.7 23.1 16.8 14.4 16.0 1.6

化学品製造 42.5 41.9 41.8 41.0 41.2 40.6 40.1 39.0 35.8 32.1 27.5 25.3 25.9 0.6

鉄鋼・非鉄・鉱業 41.8 41.5 41.2 40.4 39.8 38.1 37.6 36.3 32.9 29.0 23.6 21.5 20.8 ▲ 0.7

機械製造 45.1 44.0 41.5 41.1 40.8 39.9 38.4 37.3 35.4 31.1 25.3 23.6 23.5 ▲ 0.1

電気機械製造 43.0 42.8 43.9 41.2 42.2 40.5 40.4 41.0 38.5 32.7 27.6 26.1 27.0 0.9

輸送用機械・器具製造 47.5 46.4 43.4 42.3 43.5 41.2 40.9 39.4 36.5 34.2 22.2 18.2 18.1 ▲ 0.1

精密機械、医療機械・器具製造 42.4 43.9 43.4 42.0 41.3 42.0 39.9 40.4 39.0 34.8 27.2 26.3 28.6 2.3

その他製造 40.2 38.0 40.7 41.8 37.4 38.4 38.0 36.9 36.8 31.1 20.7 19.8 23.9 4.1

全　体 42.0 41.5 41.4 40.6 40.3 39.6 38.6 37.6 34.9 30.3 24.7 23.0 23.6 0.6

飲食料品卸売 40.4 38.8 39.0 38.8 38.1 37.9 37.4 37.3 33.1 25.6 21.3 21.0 24.5 3.5

繊維・繊維製品・服飾品卸売 31.6 29.8 30.8 31.6 28.8 28.8 26.5 26.2 22.0 16.4 10.3 11.4 15.8 4.4

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 43.8 44.7 44.6 46.0 45.1 43.4 43.1 42.8 38.5 34.4 27.9 27.7 29.6 1.9

紙類・文具・書籍卸売 36.4 37.0 37.1 38.0 37.7 36.3 35.0 34.9 33.5 27.5 22.0 19.1 19.0 ▲ 0.1

化学品卸売 41.2 42.7 42.0 42.7 41.0 40.4 39.0 38.7 35.5 33.2 28.9 27.4 27.6 0.2

再生資源卸売 37.1 32.8 32.8 30.6 34.8 29.0 33.3 30.8 27.1 21.2 18.7 18.8 23.8 5.0

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 40.4 39.0 38.8 37.6 38.0 37.0 34.8 33.9 31.9 27.8 23.2 22.8 24.0 1.2

機械・器具卸売 44.4 43.8 43.3 44.6 42.7 42.3 41.7 41.2 38.2 33.0 25.9 25.1 27.4 2.3

その他の卸売 40.6 40.2 40.2 40.7 37.9 37.6 37.1 36.7 31.5 26.5 21.4 19.8 23.1 3.3

全　体 41.4 41.0 40.8 41.4 39.9 39.3 38.4 37.9 34.4 29.4 23.7 23.0 25.3 2.3

飲食料品小売 42.9 41.5 41.3 41.8 40.5 40.2 38.4 39.1 36.7 25.8 26.3 27.4 30.8 3.4

繊維・繊維製品・服飾品小売 36.6 34.6 36.5 37.9 32.7 31.5 28.7 28.0 24.2 16.2 11.4 8.8 23.6 14.8

医薬品・日用雑貨品小売 38.5 40.0 37.7 40.6 35.8 37.3 40.2 37.7 34.7 27.5 28.7 25.3 32.7 7.4

小売 家具類小売 48.5 40.9 45.0 53.0 33.3 26.9 31.8 31.9 29.2 22.6 10.8 15.5 31.7 16.2

家電・情報機器小売 43.5 34.3 38.9 45.0 34.3 32.3 38.1 38.2 36.0 28.4 19.3 21.9 33.8 11.9

自動車・同部品小売 42.5 39.2 41.1 41.4 34.5 31.4 31.9 36.7 32.9 27.9 17.0 15.8 25.4 9.6

専門商品小売 41.1 40.6 40.7 43.5 38.2 39.1 36.0 35.2 34.7 27.4 20.2 19.9 27.7 7.8

各種商品小売 44.7 39.3 38.9 43.1 36.5 36.5 36.2 37.4 34.4 29.3 32.3 29.9 34.5 4.6

その他の小売 46.3 41.7 41.7 40.5 48.1 40.7 47.9 48.1 43.9 31.8 26.9 30.6 31.8 1.2

全　体 42.0 39.5 40.2 42.6 37.0 36.1 35.8 36.3 34.1 26.7 21.2 21.1 29.1 8.0

運輸・倉庫 45.6 44.5 45.5 46.0 44.9 45.1 42.6 39.5 34.0 27.7 22.4 22.7 21.5 ▲ 1.2

飲食店 42.9 39.6 38.1 43.6 37.3 39.4 40.7 41.0 32.3 14.2 4.3 5.5 13.8 8.3

電気通信 60.0 58.3 60.6 56.9 56.1 59.5 52.8 64.6 57.1 50.0 30.3 33.3 43.3 10.0

電気・ガス・水道・熱供給 54.5 54.2 52.6 51.3 51.2 52.2 47.4 52.4 46.7 40.5 28.4 32.4 34.4 2.0

リース・賃貸 52.5 51.8 51.7 53.5 54.5 53.1 50.4 50.8 46.9 34.0 27.8 29.1 30.2 1.1

旅館・ホテル 44.9 40.3 39.9 47.2 41.3 42.0 39.1 38.5 23.2 7.0 1.5 2.9 4.8 1.9

娯楽サービス 41.5 41.8 40.9 38.7 38.2 40.7 37.5 39.4 35.7 17.0 5.6 9.3 11.5 2.2

サービス 放送 43.3 41.1 45.2 43.1 42.9 41.7 38.2 38.1 38.9 29.8 22.9 22.5 26.7 4.2

メンテナンス・警備・検査 48.8 49.3 49.8 48.6 49.1 47.3 46.6 46.4 42.6 36.0 27.5 26.6 29.9 3.3

広告関連 40.7 40.4 38.9 40.3 40.4 39.6 37.8 40.0 34.1 21.3 11.3 10.7 14.3 3.6

情報サービス 57.8 58.5 58.7 57.7 57.4 57.8 56.2 56.5 54.2 43.9 33.7 34.0 35.8 1.8

人材派遣・紹介 52.8 52.7 51.0 53.2 53.3 50.9 46.2 49.2 42.5 34.1 21.0 20.0 25.3 5.3

専門サービス 50.1 49.9 51.1 51.8 51.5 50.8 49.9 50.3 45.8 40.4 31.4 32.2 35.0 2.8

医療・福祉・保健衛生 47.0 48.7 46.5 47.3 46.5 48.5 47.7 47.8 43.2 35.9 26.4 26.1 30.5 4.4

教育サービス 44.0 41.1 39.5 40.0 42.4 37.8 43.1 41.4 40.0 29.7 13.9 18.8 28.0 9.2

その他サービス 48.5 47.9 48.3 48.4 47.9 47.9 45.6 46.2 39.8 29.2 21.2 21.8 26.6 4.8

全　体 50.8 50.8 50.7 51.0 50.6 50.4 48.8 49.5 45.1 35.3 25.8 26.1 29.4 3.3

その他 42.6 44.1 43.2 42.1 43.1 40.4 41.7 42.7 39.2 29.8 24.4 26.2 27.1 0.9

  格差（10業界別『その他』除く） 10.2 12.6 11.9 12.5 15.1 16.1 15.8 13.7 13.8 14.8 12.7 12.4 14.8

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す



 

©TEIKOKUDATABANK, LTD.2020             3 TDB 景気動向調査／2020 年 6 月 

規模別：全規模とも悪化傾向がストップ、緊急経済対策の効果も  
・「大企業」「中小企業」「小規模企業」の悪化は 8カ月でストップした。外出自粛などに対応

した新規需要が表れたほか、緊急経済対策の効果もみられた。 
 

・「大企業」（30.1）…前月比 2.0ポイント増。悪化は 8カ月で停止。特別定額給付金の支給

によりエアコンなど家電需要の高まりはプラス要因となった。また、外出自粛による在宅

者の増加で宅配便などは堅調だった。 
 

・「中小企業」（27.0）…同2.4ポイント増。悪化は 8カ月で停止。ソフトウェア業界では補

助金を利用した民間需要が高まるなど、人材難のなか堅調な受注状況となった。また家具

インテリアや家庭菜園、衣服などのネット販売やカタログ販売などが上向いた。 
 

・「小規模企業」（27.8）…同 3.2ポイント増。悪化は 8カ月で停止。新型コロナウイルス対

策特別資金などもあり融資姿勢 DI が過去最高を更新するなど、資金繰りへの懸念がやや

和らいだ。また『小売』では、服飾品や街乗り自転車の需要の高まりなどがみられた。 

 

 

 

 

 
 

地域別：全 10 地域で下げ止まり、移動制限の解除に期待感  
・2016 年 11 月以来 3 年 7 カ月ぶりに全 10 地域で下落傾向に歯止めがかかった。特別定額

給付金の支給が続いたほか、6月 19日に県境を跨ぐ移動制限の全国的な解除などは、地域

経済への期待感が高まる要因となった。 
 

・『東北』（28.5）…前月比 3.2ポイント増。悪化は 6カ月で停止。特別定額給付金の支給が

続いたなか『小売』の改善が顕著だったほか、「中小企業」も目立った。また青森市や仙台

市など都市部で上向き傾向がみられた。 
 

・『南関東』（28.4）…同 2.9ポイント増。悪化は 4カ月で停止。引っ越し需要が徐々に表れ

てきたほか、飲食店の再開や家庭用ミシンを含む機械修理・補修などがプラス要因となっ

た。ただし水準は依然厳しく、域内 1都 3県はともに 20台での推移が続いた。 
 

・『近畿』（25.9）…同 2.1ポイント増。悪化は 8カ月で停止。内食・中食需要が高まるなか、

飲食料品関連が堅調だった。また移動制限の解除も娯楽サービスを中心にプラス要因とな

った。『小売』は 10台から脱したものの、依然として厳しい状況が続いた。 

地域別グラフ（2017 年1 月からの月別推移） 
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北海道

四国

九州

東北

南関東

中国

北陸

北関東

近畿

東海

19年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

20年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 前月比

大企業 48.7 47.7 47.9 48.0 47.1 47.0 45.7 45.3 42.0 34.8 28.2 28.1 30.1 2.0

中小企業 44.2 43.9 43.9 44.2 43.2 42.8 41.7 41.1 38.0 32.0 25.3 24.6 27.0 2.4

（うち小規模企業） 44.1 43.8 44.2 45.1 43.9 43.5 42.1 41.4 38.8 32.3 25.4 24.6 27.8 3.2

格差（大企業－中小企業） 4.5 3.8 4.0 3.8 3.9 4.2 4.0 4.2 4.0 2.8 2.9 3.5 3.1

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

19年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

20年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 前月比

45.1 45.7 46.4 46.6 45.7 45.0 43.8 42.4 39.0 31.0 28.4 27.5 30.6 3.1

41.9 41.7 41.7 43.2 41.9 42.2 40.9 38.8 36.7 30.7 26.0 25.3 28.5 3.2

42.5 42.5 42.6 42.2 40.9 40.0 40.0 39.4 36.9 31.8 25.8 24.5 26.2 1.7

46.0 45.5 45.7 46.1 45.5 45.5 44.3 44.5 41.1 34.1 26.3 25.5 28.4 2.9

44.2 43.5 44.1 43.5 42.1 40.4 39.5 37.6 35.6 29.7 24.9 25.1 26.5 1.4

45.8 44.7 45.0 45.2 43.6 42.7 41.8 40.6 37.3 31.4 23.7 23.4 25.3 1.9

44.6 44.0 43.8 43.9 42.2 41.9 40.5 39.8 36.3 30.4 23.9 23.8 25.9 2.1

45.5 45.0 44.8 45.0 44.0 43.6 42.6 41.2 39.0 33.8 27.0 25.7 27.2 1.5

44.8 43.1 43.8 43.9 44.4 44.0 43.8 42.7 39.5 36.4 30.8 28.5 30.3 1.8

47.0 47.6 46.3 47.1 46.5 46.8 45.1 45.2 41.5 35.3 27.5 27.4 29.7 2.3

5.1 5.9 4.7 4.9 5.6 6.8 5.6 7.6 5.9 6.7 7.1 5.1 5.3

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

南関東

東海

北陸

近畿

北関東

北海道

東北

中国

格差

四国

九州

全国（27.6）と同水準以上の地域

全国（27.6）を下回っている地域

北関東
26.2

南関東

28.4

北陸
26.5

東海

25.3

近畿

25.9

中国
27.2

四国
30.3

九州
29.7

北海道
30.6

東北
28.5
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業界名

4月 5月 6月

28.2 25.1 29.6 ○ 家庭消費需要で市場価格が高騰している（養豚） ○ 業務用向けの鶏卵の需要が戻ることにより、相場の好転が予想される（養鶏）

農・林・水産 × 新型コロナウイルスの影響にともなう木材市況の悪化（森林組合） ×
× 出荷、加工ともに注文がない。取引先の倒産が増えてきている（魚類養殖）

× 製品の出荷制限と単価の見直しなどで売り上げが15％減（素材生産） × 観光が重要な経済基盤の地域で、新型コロナの影響が大きい（釣・はえ縄漁業）

× 野菜の価格が低迷している（施設野菜作農業） × 茶の業界では、コロナ禍以前よりリーフ茶の落ち込みが激しい（農業協同組合）

27.3 28.7 32.4 ○ × 新型コロナウイルスの影響の長期化および第2波の不透明感（商品投資）

金融 ×
× 新型コロナウイルス感染症対策によるコスト増加（普通銀行）

× 新型コロナウイルスで、飲食・物販など全般的に厳しい（クレジットカード） ×
× 新型コロナウイルスの影響が随所にみられる（事業者向け貸金）

33.9 33.5 36.3 ○ ○
建設

○ 2019年の台風19号で被害を受けた港湾施設の改修で受注量が増加（土木工事） ○
○ 建築の新築工事、改修工事ともに発注が一定以上ある（金属製建具工事）

△ 民間からの仕事は減少も、学校や病院からの仕事は増加（電気通信工事） ○
×

×
× 営業活動で得意先に訪問できないことで、売り上げに影響（木製建具工事）

× 価格競争が厳しく、採算がとれない（板金工事） × 工事の遅延並びに契約の延期等で動きが遅い（給排水・衛生設備工事）

× 受注はあるものの顧客が低価格志向になっている（内装工事） × サービス業、飲食業の投資が停滞している影響が今後出てきそう（建築工事）

21.9 23.5 29.2 ○ 新型コロナの影響で2月3月は良くなかったが、4月から戻り傾向（建物売買） ○ 新規開発物件の予定が多くあり、需要は伸びる見込み（不動産管理）

不動産 ○ △

× ×

× 顧客の動きが悪く、金融機関の引き締めも始まってきている（土地売買） × 金融政策も限界で、大規模な経済政策をとることは難しいと考える（土地売買）

24.7 23.0 23.6 ○ 巣ごもり消費の拡大で、家具インテリア商品の販売が急伸（木製家具製造） ○ 店舗が開きだし、少しずつでも発注が出ると見込まれる（成人男子・少年服製造）

製造 ○ 園芸市場は外出自粛・巣ごもり消費で伸びを見せている（有機質肥料製造） ○ 新型コロナウイルス対策機器の販売が好調（化学機械・同装置製造）

○ △

× ×

× ×

× × イベントの延期、中止にともない、集客用印刷物が大幅に減少する（印刷）

×

× 週休3日稼働の企業がかなりの数にのぼる（電子計算機・同付属装置製造）

諸外国との貿易交渉の影響が表面化し、値崩れの回復も現状見込めないため1

年後は「やや悪い」と思われる（畜産サービス）

新型コロナウイルスの感染拡大により取引先の多くで営業できなかった影響があ

るものの、これまでになく融資（超低金利）が伸びている（信用金庫・同連合会） 建設業、製造業などで、先行きに不安を抱えている企業が多く、底はまだ先という

見方があり、その煽りを受ける可能性がある（損害保険代理）

自宅にいる時間が増えたことにより、不動産や住宅建築のことをじっくり調べ、家

族で話し合う時間が増加しているとみられる（木造建築工事）

家計の出費を抑える傾向が続きそうであり、またテナントの売り上げが上がらず、

資金繰りが苦しくなった企業の退店も発生することが予測される（貸事務所）

緊急事態宣言により引っ越しを控えた人たちが、5月の大型連休明け以降動き出

しており、一時的に止まっていた反動か売り上げが伸びている（不動産管理）

新型コロナウイルスの影響による入居テナントの解約は少ないが、緊急事態宣言

の解除後も賃料減額の要請がある（貸事務所）

観光客が以前のように戻るのがいつになるか見通せない。海外に行っていた観光

客が国内旅行にシフトしてくることを期待（不動産代理・仲介）

新型コロナウイルスの影響が直撃している業者からの受注減少、計画中止などさ

まざまな影響が出てきている（一般管工事）

業界別の景況感企業の声１（農・林・水産～製造）

現在 先行き

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

人の移動制限が解除となっても、新型コロナウイルスの感染拡大より前の状態に

戻るには、相当の期間がかかると見込まれる（信用協同組合・同連合会）

新型コロナウイルスによる工事の延期などが終了し、設備、改修工事などが復活

してくる（鉄骨工事）

民間の設備投資は前より少ないが、地元において公共工事の発注見通しはまず

まずあるようだ（土木工事）

自粛期間に延期になっていた案件が集中して押し寄せ、3カ月後よりキャパシ

ティーを超えた引き合いがあると予想している（一般電気工事）

2020年度は既に決定している通りに発注されるが、2021年度はコロナ対策での

財政出動がメインとなるため、建設投資には回りづらい（土木・コンクリート工事）

コンクリート二次製品メーカーとして、建築土木業界は大型の造成、再開発、新規

大型店舗建築など当面は需要がある（コンクリート製品製造）

マスク・消毒剤需要が引き続きひっ迫しているか、わからない。以前の新型インフ

ルエンザ流行の際は、終息後受注がゼロになった経験がある（医薬品製剤製造）

主力製品の売り上げが2割強落ちている。梱包材の需要が悪く、近隣の工場の稼

働率が落ちている（一般製材）

今後、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が出てくる。戸建住宅の見通しは非

常に暗い（一般製材）

自動車部品関連の取引先各社から一斉に生産計画の下方修正連絡があった

（各種機械・同部分品製造修理）

得意先が海外へ輸出しているため、世界経済の状況も受注に影響している（電子

部品製造）

発泡スチロール業界は水産、家電、自動車、建材などの需要がかなり減っている

（軟質プラスチック発泡製品製造） 自動車関連はすでに悪化しているが、スマートフォン関連はこれから悪化すると

の情報がある（電気メッキ）



 

©TEIKOKUDATABANK, LTD.2020             5 TDB 景気動向調査／2020 年 6 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4月 5月 6月

23.7 23.0 25.3 ○ ○ 取引先の営業再開による需要の回復が見込まれる（米麦卸売）

卸売 ○ 経済活動の再開とともに受注回復に期待（非鉄金属卸売）

○ 給付金支給で取扱商品の販売が加速し、売り上げが増加（室内装飾繊維品卸売） △
○ 卸先のスーパーの業績が良い影響でやや良化傾向（菓子・パン類卸売）

○ ネット販売やカタログ販売が好調（衣服・身の回り品卸売） ×
×

×
×

× 新しい生活様式は、酒業界にとってはネガティブ要因となる（酒類卸売）

21.2 21.1 29.1 ○ 街用自転車の需要が高い（自転車（新車）小売） ○
小売 ○

○ 宅配事業の特需が継続しそう（各種商品小売）

○ 新型コロナウイルスの影響による巣ごもり需要の取り込み（スーパーストア） △
○

× 各種大型イベントの自粛で今期中は売り上げの減少が見込まれる（料理品小売）

× 6月より店舗を再開することができたが、客足は以前ほど戻ってない（靴小売） × 春先に売り逃した商品がなくなるまで安売りが継続される（スポーツ用品小売）

× 新型コロナウイルスの影響からまだ客足が回復していない（二輪自動車小売） × 原油価格の上昇で、商品価格が高騰。マージン幅も小さくなる（ガソリンスタンド）

× 新型コロナウイルス禍による消費マインド低迷（百貨店） × 回復には1年以上の歳月が必要と予想（呉服・服地小売）

22.4 22.7 21.5 ○ ○
運輸・倉庫

× 4月、5月、6月と仕事はほぼゼロの状態が続いている（旅行代理店） × 新型コロナウイルスの影響、および酒税の変更で先行き不透明（こん包）

× バスで移動するにはまだ抵抗があるとみられる（一般貸切旅客自動車運送） ×
×

×
× 顧客の海外取引がリモートでは限界があると感じている（港湾運送）

× × 遊技機業界は3カ月先が読めない。経済が動かないと荷物も動かない（普通倉庫）

× 3密のためワクチンが開発されない限り見通しは暗い（一般貸切旅客自動車運送）

25.8 26.1 29.4 ○ 補助金を利用した受注が増加（ソフト受託開発） ○
サービス ○ 資金が借りやすくなっている（老人福祉事業）

○ ○

○ マスク作りが盛んになり、家庭用ミシンの販売・修理が増加（一般機械修理） ×
×

× インバウンドは1年で回復するとは考えられない（リネンサプライ）

× 新型コロナウイルスによるCM出稿の減少とイベントの中止（テレビジョン放送） × 新型コロナウイルスによる消費者の行動変容が今後も続くと考えられる（すし店）

× 地元需要は戻っているが、ビジネス、観光需要の戻りが少ない（そば・うどん店） ×
× 海外渡航ができない（結婚相談同式場紹介）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

先行き

業界別の景況感企業の声２（卸売～サービス）

業界名
現在

北陸新幹線の延伸工事関連でセメント出荷増など、特需物件により売上高が増

加（セメント卸売）

巣ごもり消費のため上半期の売り上げは良いと予想するが、消費者の財布の紐が

固くなる下半期の業績は難しいとみている（荒物卸売）

テレワークのビジネスが多少増加しても、それ以上に投資意欲が減少する（事務

用機械器具卸売）

国内市場よりも海外市場の方が影響力があるので、アメリカやヨーロッパ、中国市

場が新型コロナウイルス前の状況に戻らない限り期待できない（石油卸売）製造業は週休3日の実施など、稼働率低下で設備投資の計画がない。店舗のリ

ニューアルなどは全く話すらない（金属加工機械卸売）

特別定額給付金の影響で、10万円以内のエアコンの販売が6月は前年度の販売

を大きく上回った（家庭用電気機械器具小売）

新しい生活様式の中で自動車通勤が見直されている。また地域的にも自動車は

生活必需品である（自動車（新車）小売）

特別定額給付金やキャッシュレス還元終了にともない、巣ごもり関連商品に一部

駆け込み需要がみられるが、継続性はないと感じる（家具小売）

米中貿易摩擦に加えて、新型コロナウイルスの影響による自動車、鉄鋼業界の低

迷（精密機械器具卸売）

釣り具業界は、屋外レジャーということで、外出規制の中でも新規顧客が増えてい

る（スポーツ用品小売）

ソーシャルディスタンスを守ろうとすると、サウナなどの利用も少なくなり、改修等に

費用を費やされる可能性は低くなってくる（電気機械器具修理）

新型コロナ禍の外出自粛により在宅者が増えたことで、需要が増加し前年同月よ

り売り上げが増加した（一般貨物自動車運送）

緊急事態宣言が解除された後も、観光関係や夜の飲食店などの回復動向には

時間がかかる様子である（一般乗用旅客自動車運送）

輸出入、建築現場の再開、製造業が再開されたのちに輸送量が持ち直す（一般

貨物自動車運送）

1年後に新型コロナウイルス以前の水準に戻る可能性は低く、特に海外旅行につ

いてはしばらく影響が続くと思われる（旅行代理店）

第2波、第3波が想定され、世界的に見ると、これからパンデミックが発生する国も

ある（運輸に付帯するサービス）

新型コロナウイルスの影響で、特に自動車関連の貨物や飲料などの荷動きが急

速に悪化しており、前月に続いて売り上げ減少（一般貨物自動車運送）

新幹線工事、復興工事、民間工場の定期改修工事などが引き続き出ている（事

務用機械器具賃貸）

新型コロナウイルスの影響で企業コンペが軒並みキャンセルとなり、まだ入場者が

戻らない（ゴルフ場）

本来の繁忙期である、夏休み期間などは学校なども短縮される傾向にあるため、

旅行機会も例年に比べて減少すると考えられる（旅館）

新型コロナウイルス収束後は、雇用の調整弁的な派遣需要はより一層高まると見

込んでおり、派遣業界は良いと思う（労働者派遣）

新型コロナウイルス禍におけるさまざまな問題のなかでIT化の遅れが指摘されて

おり、今後の需要は高まると予想（パッケージソフトウェア）
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調査先企業の属性 
１．調査対象（2 万 3,681 社、有効回答企業 1 万 1,275 社、回答率 47.6％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時

間外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

3．調査時期・方法 
2020 年 6 月 17 日～6 月 30 日（インターネット調査） 

景気動向指数（景気 DI）について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を目的として、2002年5月から調

査を開始。景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など企業活動全般に関する項目に

ついて全国 2 万 3 千社以上を対象に実施している月次統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞ

れ以下の点数を与え、これらを各選択区分の回答数に乗じて算出している。 

 

 

 

 

景気 DI は、50 を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50 が判断の

分かれ目となる（小数点第 2 位を四捨五入）。また、企業規模の大小に基づくウェイト付けは行っ

ておらず、「1 社 1 票」で算出している。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に中

小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキングデータを加え下記の通り区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測 DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の

｢売り上げ DI｣、｢設備投資意欲 DI｣、｢先行き見通し DI｣などを加えた structural ARIMA モデ

ルで分析し、景気予測 DI を算出している。 
 
 
 
 
 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング
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有効回答数

の合計各区分回答数各区分点数
景気

選択区分 非常に良い 良い やや良い どちらともいえない やや悪い 悪い 非常に悪い

点数 6 5 4 3 2 1 0

各区分の回答数 N6 N5 N4 N3 N2 N1 N0

（1）地域

563 1,278
773 1,853
871 654

3,489 336
626 832

11,275

（2）業界（10業界51業種）

62 73
130 29

1,845 25
369 10

飲食料品・飼料製造業 372 40
繊維・繊維製品・服飾品製造業 120 86
建材・家具、窯業・土石製品製造業 237 142
パルプ・紙・紙加工品製造業 109 42
出版・印刷 189 11
化学品製造業 441 490
鉄鋼・非鉄・鉱業 537 59
機械製造業 487 10
電気機械製造業 330 16
輸送用機械・器具製造業 118 121
精密機械、医療機械・器具製造業 78 31
その他製造業 90 65
飲食料品卸売業 377 20
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 193 190
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 343 105
紙類・文具・書籍卸売業 102 496
化学品卸売業 281 66
再生資源卸売業 40 294
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 319 124
機械・器具卸売業 951 28
その他の卸売業 355 184

43
11,275

（3）規模

2,051 18.2%

9,224 81.8%

(3,324) (29.5%)

11,275 100.0%

(283) (2.5%)

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,108）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,961）

放送業

サービス

（1,809）

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（458）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計


